
 

平成２５年度当初予算 選択・集中プログラム取組概要 
 

 

 

 

 
● 中小企業の成長支援や新事業の創出、農林水産業の振興等により、雇用の場を創出し、大学・大
企業・中小企業・経済団体等との連携により、雇用に結びつく新たな仕組みが構築されています。 

● 求職者に対して、求人ニーズをふまえた能力開発の機会を提供するとともに、求人側と求職側の

ミスマッチを解消することで、厳しい雇用情勢の緩和が進んでいます。 

● 厳しい若年者の就職状況をふまえ、安定した就労に向けた重点的な支援を行うことにより、若者

の不安定な就労状況の解消が進んでいます。 

 

 

 

 

 ※各指標のＨ23 年度数値は現状値 

 

目標項目の説明 

・県内労働力人口に占める就業者の割合 

・本プロジェクトの構成事業のうち、人材育成、就労支援等の事業により支援した人の数 
 
 

 
・ 中小企業の成長や新たなビジネスの創出等を図っていくことにより雇用の場の創出につなげる

ことができるよう、大学等と連携して力強い企業人材を育成するとともに、中小企業の魅力の

情報発信等により成長を支える人材の確保に取り組んでいます。 

・ 農業・漁業への就労促進に向けては、市町や関係団体等と連携して人材の受入等を地域で支え

る新たな仕組みづくりに取り組んでいますが、進捗状況に地域差があることから、農業・漁業

の魅力を効果的に伝え、就労につなげていくための仕組みや定着を図る取組をさらに進めてい

く必要があります。 

・ 新たな事業展開や中小企業の成長を支える経営人材の育成等については、育成した人材に対す

るフォローアップが課題となっており、継続した支援を充実させる必要があります。 

 

 

目標項目  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

目標値 － 
96.7% 

（96.4%） 

97.0% 

（96.8%） 
 97.5% 県内労働力人口に占める就業者

の割合 
実績値 96.4%     

目標値 － 

29,200人 

（25,000

人） 

30,100人 

（25,700

人） 

 

31,500人

（27,100

人） 
本プロジェクトにより支援した

人の数 

実績値 28,529人     

プロジェクトの目標 

プロジェクトの数値目標 

進捗状況（現状と課題） 

緊急課題解決４ 働く意欲が生かせる雇用確保プロジェクト 
（主担当部局：雇用経済部） 



 

・ 働く意欲のある方の就労を支援するため、職業訓練等の実施により能力開発の機会を提供して

います。特に、求人数が求職者数を上回る福祉・介護職場への就労の促進については、福祉人

材センターにおける相談やインターンシップ等に取り組んでいます。また、女性の就労を支援

するため、就労支援相談等に取り組むとともに、企業に対して女性の就労継続や職場復帰に関

するアドバイスを行っています。これらの取組により、多くの就労希望者への支援につながっ

ていますが、平成 24年度上期の福祉人材センターでの就労者数が少ない状況や女性の就労支援

相談件数に地域差があるなどの課題があります。 

・ 若者の就労を支援するため、高等学校の就職指導プロセスの改善に取り組むとともに、「おしご

と広場みえ」における就職に関する相談や就職のためのセミナー、就職フェアの開催に取り組

んでいます。これらの取組により、「おしごと広場みえ」の利用者が増加する等の成果が出てい

ますが、県内の高校を卒業して大学へ進学する者のうち約８割が県外の大学へ進学しており、

県外に進学した学生への情報発信が課題となっています。 

 
 

 
「三重県雇用創造懇話会」での意見や「みえ産業振興戦略」をふまえ、雇用施策と産業施策を一

体的に推進していく必要があります。このため、首都圏営業拠点等を活用した新事業を創出しよう

とする人材と先輩経営者等とのネットワークづくりや、産業・労働・教育分野が連携したキャリア

教育を推進するための体制づくりと、ワークプレイスメントや長期インターンシップ、さらにはデ

ュアルシステムの拡充などにより実践的な取組を行い、人材の確保・育成支援に取り組みます。農

業・漁業への就労促進については、農業においては、引き続き地域農業のリーダーに対して、「みえ

の就農サポートリーダー」への登録を呼びかけるとともに、同制度の活用による市町や産地におけ

る就農希望者の受入体制の構築等に取り組みます。漁業においては、漁協が取り組む就労促進の新

たな仕組みづくり（漁師塾）について、現在取り組む２地区での完成をめざすとともに、他地域で

の立ち上げ準備を進めます。 

加えて、女性が就労継続できる労働環境の整備について企業への啓発に取り組みます。また、福

祉・介護職場をはじめとした求人と求職のミスマッチの解消や、女性の就労を支援する就労支援相

談やセミナー等の周知と充実を図るとともに、求人・求職ニーズをふまえた多様な職業訓練に取り

組みます。 
さらに、就労を希望する若者と人材を求める企業との出会いの機会を充実するため、平成 25 年

度設置予定の首都圏営業拠点を活用して県外に進学した大学生への情報発信を充実するとともに、

県外での就職フェアの開催等によりマッチング機会の充実を図ります。また、地域若者サポートス

テーションについては、利用者への適切な支援を行うため、関係機関との役割分担と連携のあり方

を見直します。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

平成 25 年度の取組方向 



 

 
 

＜実践取組１＞「雇用の場の不足」を産業振興の視点から解決するために 

 

 
● （一部新）ものづくり中小企業の情報発信・人材確保事業 

   予算額：(24) ４，０００千円 → (25)  ８，４３１千円 

   事業概要：中小企業が自らの魅力を学生等に効果的に発信できるようノウハウ習得に向けた支

援を行うとともに、商工関係団体や大学等と連携し、県内外の大学生が中小企業の

現場を体感できる仕組みづくりを進め、優秀な人材確保につなげます。また、中小

企業の海外展開に向けて、留学生などのグローバル人材を確保することができるよ

う、商工関係団体や大学等と連携し、マッチング機会創出や定着フォローなどの取

組を支援します。 

●（一部新）ニュービジネス創出人材育成事業（一部） 

   予算額：(24) １６，５８２千円 → (25) ８，９５０千円 

   事業概要：中小企業が自らの強みを生かし、時代のニーズを捉えた新分野への進出などを促進

するため、大学やニュービジネス協議会などの関係機関と連携し、首都圏営業拠点

を活用したビジネスマッチング等による人的ネットワークの構築を含めた力強い企

業家人材の育成などに取り組みます。 

 

 
●農業版就職支援事業 

   予算額：(24) ５，４００千円 → (25)  ２，７００千円 

   事業概要：農業分野における若年者の就労の場を拡大するため、市町や関係団体等と連携し、

「みえの就農サポートリーダー制度」の推進を図るとともに、就農サポートリーダ

ーの育成を行う市町等に対して助成を行います。 

 

●漁業版就職支援事業 

 予算額：(24) ２，０００千円 → (25)  １，８００千円 

事業概要：漁村地域では若者の流出による地域の存続が危ぶまれていることから、若者などの

水産業への就業・就労を促進するため、漁協が取り組む人材育成や就業・就労支援

を行う新たな仕組みである漁師塾を、県と系統組織が支援し、拠点モデルの構築を

行います。 

 
 
＜実践取組２＞「求人と求職のミスマッチ」を解決するために 

 

 

●公共職業訓練事業 

   予算額：(24) ４１２，１７３千円 → (25)  ４４３，３０２千円 

   事業概要：学卒者や離転職者を対象として、求人・求職双方のニーズを踏まえた職業訓練を実

施するとともに、在職者の技能向上を目的とした職業訓練の充実に取り組みます。 

 
 

主な事業 

雇用経済部 

雇用経済部 

農林水産部 



 

●（新）女性の再チャレンジ促進事業 

   予算額：(24) － 千円 → (25)    １，１６７千円 

   事業概要：出産等を契機に離職し、現在、幼稚園児や小学生の子供を有する女性を対象に、仕

事に対する意欲を高め、就労等につなげる取組を展開します。                                                                               

 
 

●女性の就労支援事業 

   予算額：(24) １４，４０６千円 → (25)  １４，２７９千円 

   事業概要：就労意欲を持つ女性に対し、就労支援相談、再就職準備ミニ講座および情報提供な

どの支援を行うとともに、再就労や育児休業等からの職場復帰に関するセミナー等

を開催します。また、企業等に女性が仕事と育児等を両立して就労継続できるよう

取り組むことを働きかけます。 

 
 

●福祉人材センター運営事業 

   予算額：(24) ３０，８７７千円 → (25)  １１，０７３千円 

   事業概要：福祉人材センターに福祉・介護職場にかかる求人・求職情報を集約し、無料職業紹

介や福祉職場説明会の実施など、福祉・介護職場での就労を希望する人への相談・

支援を行います。 

 

 

＜実践取組３＞「若者の未就職や不安定な就労状況」を解決するために 

 

 

●若者就職総合サポート事業 

   予算額：(24) １６，８２０千円 → (25)  ２９，０００千円 

   事業概要：若年者のためのワンストップサービスセンターとして国等関係機関と一体的に運営

する「おしごと広場みえ」を拠点に、雇用関係情報の提供、職業相談、職業紹介、

キャリアカウンセリング、就職支援関連セミナーなど総合的な就職支援サービスを

提供します。また、大学等への就職ガイダンスの実施やインターンシップ促進の取

組、就職面接会を実施し、若年者への安定した就労に向けての支援を行います。 

 

●新卒未就職者地域人材育成事業 

   予算額：(24) １５３，２６６千円 → (25)  ９１，４０３千円 

   事業概要：就職先未決定のまま卒業した新卒未就職者等を対象に、社会人として必要となる基

礎的な知識を高める研修や企業での実地研修などを行う人材育成事業を通して早期

に就職できるよう支援します。 

 

 

●高校生就職対策緊急支援事業 

   予算額：(24) ３１，３３４千円 → (25)  ２７，７０５千円 

   事業概要：県立高校の就職指導のプロセス改善のための取組や、企業で管理職や人事部門の経

験を有する就職支援相談員の配置、地域連携会議・就職情報交換会の開催等により、

就職を希望する高校生の進路実現を図ります。 

環境生活部 

健康福祉部 

雇用経済部 

教育委員会 


